
会 議 記 録 

 

 高松市附属機関等の会議の公開及び委員の公募に関する指針の規定により、次のとおり会議

記録を公開します。 

会 議 名  令和７年度高松市空家等対策協議会 

開 催 日 時  令和８年２月２０日（金） １３時３０分 ～ １４時４０分 

開 催 場 所  高松市役所 １１階 １１４会議室 

議 題 

１ 令和７年度事業実績について 

・空き家の発生抑制 

・空き家等の利活用 

・適切な管理の促進 

・管理不全の解消 

２ 老朽化して危険な所有者不存在空き家への対応について 

公 開 の 区 分   □ 公開  □ 一部公開  ■ 非公開 

上 記 理 由  高松市空家等対策協議会運営要綱第３条に基づき非公開とされた。 

出 席 委 員 

 １０人 

大西会長、亀田委員、紅粉谷委員、藤本（英）委員、井藁委員、門馬委員、 

藤本（靖）委員、寒川委員、森谷委員、西成委員 

傍 聴 者  － 

担 当 課 
及 び 

連 絡 先 
 住宅政策課 空き家対策係 （℡８３９－２１３６） 

 

協議経過及び協議結果 

議題１ 令和７年度事業実績について 

 令和７年度事業実績について、事務局から各補助事業の申請状況等の説明を行った。 

議題２ 老朽化して危険な所有者不存在空き家への対応について 

 本市で発生した、老朽化して危険な所有者不存在空き家について、事務局から緊急安全措置の 

実施状況及び今後の対応策についての説明を行った。 

（委員） 

 行政代執行と相続放棄の関係について、詳しく解説してほしい。 

（事務局） 

 行政代執行は指導・勧告・命令を経て、最終的に強制撤去（解体）される法的手続きである。 

所有者が命令に従わない場合、行政が代わりに処理して費用を所有者へ請求する。しかしながら、 

本件のように相続放棄によって、相続人不存在となり、代執行の相手方を確知できない場合、勧 

告や命令等の手続きを省略して強制的に解体などの措置を行う略式代執行となる。周辺への影響 

の大きさ、行政が介入する必要性を慎重に判断する必要があることから、随時、協議会の場で御 

意見等をいただきながら検討を進めてまいりたい。 



（委員） 

現に占有しているかによって、相続放棄後も原則として「管理義務」が残る。相続放棄した空 

き家を起因とする事故が発生した場合、損害賠償責任については、どのように考えているか。 

（事務局） 

 相続放棄したことが確認できた場合、行政から改善を求める依頼を行うことができない。本市 

では、対応対策が期待できない空き家に、著しく公共の利益を害するような事案が発生した場合、 

緊急安全措置という一定の予防措置をとることができる。しかしながら、空き家に起因する事故 

等については、民事訴訟として取り扱われると認識している。 

（委員） 

 相続人不存在空き家のように誰にも管理されずに残る建物はいずれ老朽化が進行し、本件のよ 

うな周囲に悪影響を与える特定空家等になる可能性がある。相続人不存在や全員の相続放棄によ 

り管理不全となった空き家に対し、家庭裁判所に申し立てて「相続財産清算人」を選任し、財産 

の売却や処分、最終的な国庫帰属を行う制度の活用が効果的であるが、相続人や関係者が予納金 

を負担できず活用されないケースが多い。こうした負担を軽減させる補助制度の創設や、自治体 

が申し立てる場合の基準を策定してはどうか。 

（事務局） 

 本市でも過去に相続財産清算人制度を活用して、緊急安全措置に要した費用を回収できたケー 

スがある。土地の売却が見込めない場合、予納金の回収ができず、申立人の負担が大きいことも 

認識している。相続人不存在空き家の場合、略式代執行と相続財産清算人制度のどちらを選ぶか、 

慎重に判断してまいりたい。また、今後も増えていく相続人不存在空き家への対応について、他 

市の事例を参考に各種財産管理制度の活用を検討してまいりたい。 

（委員） 

 相続登記のように、義務化することよって、空き家問題の当事者として問題に直面するケース 

が一般的であるため、当事者になる前の段階で、周知啓発による管理不全空家等を発生させない 

意識の醸成を図ることが重要であると考える。広告媒体を利用した周知・啓発だけでなく、市民 

に直接的に情報が伝わる取組み、例えば自治会単位での周知等は検討しているのか。 

（事務局） 

 既に実施しているものとして、空き家対策の取組や各種補助制度等について、職員が地域のコ 

ミュニティセンターや集会所へ出向き、市政出前ふれあいトークとしてお話しさせていただく活 

動を行っている。今後、空き家の実態調査の結果を踏まえ、空き家の予防対策にも更に力を入れ 

てまいりたい。 

（委員） 

空き家を除却した翌年度、土地の税額が大幅に増えることが、空き家が放置される原因の一つ 

となっている。例えば除却申請すれば、今後５～１０年間の固定資産税を据え置くような制度を 

検討してはどうか。 

 



（事務局） 

税負担の軽減については、空き家の除却を促す政策として有効であるが、除却に要する費用の 

補助金に加え、固定資産税等の負担を軽減する措置を講ずることとなり、税負担の公平性等の観 

点から慎重に検討する必要がある。また、法改正により創設された管理不全空き家への対策とし 

て、指導しても改善が見られない場合、住宅用地特例を解除する勧告措置をとることができるよ 

うになった。こうした状況を踏まえ、税負担の軽減については、今後検討を重ねてまいりたい。 

（委員） 

 令和８年度に予定されている空き家の実態調査について、空き家がどこにあるかだけでなく、 

危険度ランクが高い空き家については、所有者調査も実施するのか。 

（事務局） 

 委託を受けた業者の調査員が、外観調査や写真撮影を行いながら、市内に存する建物を調査す 

るが、全ての空き家について、所有者情報の調査は行わない。 

（委員） 

 災害が発生した場合、先の地震でも問題になっていましたが、所有者が分からない建物が多く、 

道路整備や安全性の妨げになる等、災害対策、地震対策の一環として事前に所有者調査を行う必 

要性を感じた。 

（事務局） 

 所有者の早期特定は、空き家対策を進めるうえで重要な課題として認識しているため、今後、 

どのような事前対策を講じられるか検討してまいりたい。 

（委員） 

 解体費が高騰していく中、高松市の地価が下がっている現状があり、土地の売却益が低いこと 

も、空き家の除却が進まない原因として考えられる。個人に対する補助だけでなく、土地利用や 

建築行為の規制等、都市計画の整備による空き家対策を進めてほしい。 

（事務局） 

 居住誘導区域に係る住宅施策を総合的かつ効果的に取組めるよう、今年度から組織体制を見直 

したところである。近隣に空き家があると、土地の価値も低く見られる等の課題もあるので、 

今後、総合的な対策の検討を進めてまいりたい。 

 

 


